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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第44期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第43期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 1,689,2801,668,8957,777,079

経常損益（千円） △110,020△158,173△271,617

四半期（当期）純損益（千円） △162,825△195,491△403,522

純資産額（千円） 7,335,8496,839,5437,069,541

総資産額（千円） 10,839,70510,293,92410,769,993

１株当たり純資産額（円） 396.65 369.49 382.00

１株当たり四半期（当期）純損益金額（円） △8.92 △10.71 △22.10

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 66.8 65.5 64.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
143,480 70,161 67,041

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△18,051 △24,946△119,781

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△28,365 △34,223 △15,835

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 867,224 708,069 698,661

従業員数（人） 404 442 436

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　　４．単位未満を四捨五入で表示しております。２頁以降も特に注書が無い場合、同様であります。ただし、合計金額は

必ずしも一致しません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 442 (63)

　（注）従業員数は就業人員（当社グループ外からの出向者を含む）であり、臨時雇用者数（契約社員）は（　）内に外数

で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 241 (9)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員）は（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　
前年同四半期比（％）　

　

切削機具事業（千円） 82,132 －

特殊工事事業（千円） － －

建設・生活関連品事業（千円） － －

工場設備関連事業（千円） 102,763 －

介護事業（千円） － －

ＩＴ関連事業（千円）　 75,102 －

合計（千円） 259,997 －

　（注）１．上記金額は製造原価によっており、セグメント間の取引は相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品・製品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の商品・製品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　
前年同四半期比（％）

　

切削機具事業（千円） 293,981 －

特殊工事事業（千円） － －

建設・生活関連品事業（千円） 459,647 －

工場設備関連事業（千円） 7,061 －

介護事業（千円） － －

ＩＴ関連事業（千円） － －

合計（千円） 760,689 －

　（注）１．上記金額は仕入価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループは製品については、見込生産を中心に行っているため、また、特殊工事事業につきましても、施工工事

は工期が短く１件当たりの受注金額が僅少であるため、受注高の総合的な把握は行っておりませんので、記載を省

略しております。
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(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　
前年同四半期比（％）

　

切削機具事業（千円） 553,083 －

特殊工事事業（千円） 198,594 －

建設・生活関連品事業（千円） 584,003 －

工場設備関連事業（千円） 140,902 －

介護事業（千円） 98,624 －

ＩＴ関連事業（千円） 93,690 －

合計（千円） 1,668,895 －

　（注）１．上記金額は外部顧客に対する売上高であり、セグメント間の内部売上高は含まれておりません。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　　当第１四半期におけるわが国の経済は、一部の製造業に業績回復の兆しが見られたものの欧州経済情勢の不安が懸

念されるなど、総じて景気回復は低調で設備投資や雇用情勢も好転せず、一般個人消費も低水準のうちに推移し、土

木建設業界においても新規建設需要が低調のまま厳しい受注競争が続きました。

　　このような環境の中、当社グループでは前年度後半から推進している事業の多角化の一層強化に努めてまいりまし

た。

　　その結果、当第１四半期の売上高は16億69百万円（前年同期比 1.2％減）となりました。利益面におきましては販

売費及び一般管理費の削減に努めてまいりましたが、営業損失は１億58百万円（前年同期は営業損失１億50百万

円）となりました。また経常損失は１億58百万円（前年同期は経常損失１億10百万円）となり、四半期純損失は、法

人税等合計41百万円を計上したことにより１億95百万円（前年同期は四半期純損失１億63百万円）となりました。

　　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

　（切削機具事業）

　　中国子会社で生産した耐震工事専用アンカードリル、乾式コアドリル、マンホール耐震化消散弁の販売が順調に伸

びましたが、工事全体需要の減少でビット・ブレード等の切削消耗品の売上は減少し、売上高は５億53百万円、営業

損失は19百万円となりました。

　（特殊工事事業）

　　新規住宅着工件数の減少や民間設備投資の低迷の影響により工事全体需要が後退し、アンカー工事、ダイヤ切断工

事、ボンド工事とも減少し、売上高は１億99百万円、営業損失は15百万円となりました。

　（建設・生活関連品事業）

　　エコポイント関連の家電製品がやや伸びたものの、住宅着工件数の減少や民間設備投資が落込み、一般建設材料や

機械工具・住宅関連品の売上は減少し、売上高は５億84百万円、営業損失は18百万円となりました。

　（工場設備関連事業）

　　製造業の一部に設備投資が増加に転じ、景気回復の兆しが見られたものの、全体需要の減少を補うには至らず、売上

高は１億41百万円、営業利益は10百万円となりました。

　（介護事業）　

　　介護施設を備えた高齢者専用賃貸住宅事業の運営や、介護付き有料老人ホームやデイサービスの充実を図り、売上

高は99百万円、営業損失は25百万円となりました。

　（ＩＴ関連事業）　

　　首都圏需要の開拓をめざして営業拡大とサービスの充実を図り、広島拠点との連携を強化したことにより、売上高

は94百万円、営業損失は７百万円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

　　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、資金という）は前連結会計年度末から、９百万

円増加し、７億８百万円となりました。各キャッシュ・フローの概況は以下のとおりであります。

 

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　営業活動の結果、獲得した資金は70百万円（前年同期は１億43百万円）となりました。減価償却費38百万円、売上

債権の減少４億56百万円等収入の一方で、税金等調整前四半期純損失１億49百万円、たな卸資産の増加30百万円、

仕入債務の減少２億９百万円、法人税等の支払34百万円等に使用したことが主な要因であります。
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　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動の結果、使用した資金は25百万円（前年同期は18百万円）となりました。有価証券・投資有価証券の売却

による収入19百万円、定期預金の払戻しによる収入４百万円の一方で、定期預金の預入れによる支出23百万円、有

価証券・投資有価証券の取得による支出12百万円、有形・無形固定資産の取得による支出10百万円等に使用した

ことが主な要因であります。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　財務活動の結果、使用した資金は34百万円（前年同期は28百万円）となりました。これは主に長期・短期の借入金

の減少によるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は19百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,600,000

計 28,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,640,112 18,640,112
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

単元株式数

1,000株　

計 18,640,112 18,640,112 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 18,640,112 － 4,090,270 － 2,551,970

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

 

EDINET提出書類

株式会社コンセック(E01686)

四半期報告書

 9/26



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     381,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,104,000 18,089 －

単元未満株式 普通株式     155,112 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数           18,640,112 － －

総株主の議決権 － 18,089 －

　（注）　上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株含まれております。なお、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれておりません。

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社コンセック
広島市西区商工セン

ター四丁目６番８号
381,000 － 381,000 2.05

計 － 381,000 － 381,000 2.05

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 98 97 100

最低（円） 91 90 88

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 808,748 779,570

受取手形及び売掛金 1,878,487 2,333,742

有価証券 93,656 99,337

商品及び製品 899,774 898,738

仕掛品 60,439 39,690

原材料及び貯蔵品 164,915 155,165

その他 132,870 136,148

貸倒引当金 △3,555 △3,757

流動資産合計 4,035,334 4,438,634

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,931,668 3,928,314

減価償却累計額 △2,297,591 △2,278,340

建物及び構築物（純額） 1,634,077 1,649,974

土地 3,790,925 3,790,925

その他 1,041,408 1,036,990

減価償却累計額 △908,141 △897,466

その他（純額） 133,268 139,524

有形固定資産合計 5,558,270 5,580,422

無形固定資産

のれん 26,402 28,268

その他 82,812 86,153

無形固定資産合計 109,214 114,421

投資その他の資産

投資有価証券 317,209 360,071

その他 362,846 362,614

貸倒引当金 △88,949 △86,169

投資その他の資産合計 591,107 636,516

固定資産合計 6,258,590 6,331,359

資産合計 10,293,924 10,769,993
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,226,946 1,434,902

短期借入金 1,258,160 1,265,350

未払法人税等 20,796 43,524

賞与引当金 54,104 64,354

完成工事補償引当金 262 279

その他 169,185 159,108

流動負債合計 2,729,453 2,967,517

固定負債

長期借入金 345,022 371,491

退職給付引当金 281,155 269,367

役員退職慰労引当金 55,888 51,759

その他 42,863 40,318

固定負債合計 724,927 732,935

負債合計 3,454,381 3,700,452

純資産の部

株主資本

資本金 4,090,270 4,090,270

資本剰余金 3,013,064 3,423,064

利益剰余金 △194,447 △408,956

自己株式 △54,592 △54,443

株主資本合計 6,854,295 7,049,934

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △101,190 △67,621

為替換算調整勘定 △7,484 △7,751

評価・換算差額等合計 △108,674 △75,372

少数株主持分 93,922 94,979

純資産合計 6,839,543 7,069,541

負債純資産合計 10,293,924 10,769,993
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 1,689,280 1,668,895

売上原価 1,342,855 1,324,763

売上総利益 346,425 344,132

販売費及び一般管理費 ※
 496,783

※
 502,349

営業損失（△） △150,358 △158,217

営業外収益

受取利息 1,016 544

受取配当金 3,343 3,098

有価証券運用益 27,754 －

受取手数料 1,976 2,272

受取家賃 4,117 4,391

その他 7,811 8,331

営業外収益合計 46,019 18,636

営業外費用

支払利息 4,589 3,763

有価証券運用損 － 11,555

その他 1,092 3,273

営業外費用合計 5,681 18,591

経常損失（△） △110,020 △158,173

特別利益

固定資産売却益 0 3

投資有価証券売却益 － 4,137

負ののれん発生益 － 5,185

特別利益合計 0 9,325

特別損失

固定資産除却損 49 117

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 510

特別損失合計 49 627

税金等調整前四半期純損失（△） △110,069 △149,475

法人税、住民税及び事業税 12,607 15,845

法人税等調整額 39,960 25,013

法人税等合計 52,567 40,858

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △190,333

少数株主利益 190 5,157

四半期純損失（△） △162,825 △195,491
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △110,069 △149,475

減価償却費 38,047 37,593

のれん償却額 2,639 1,866

負ののれん発生益 － △5,185

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,698 2,029

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,634 △10,235

受取利息及び受取配当金 △4,692 △4,147

支払利息 4,589 3,763

有価証券売却損益（△は益） △13,244 △165

投資有価証券売却損益（△は益） － △4,137

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △3

売上債権の増減額（△は増加） 429,577 455,655

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,857 △30,332

仕入債務の増減額（△は減少） △185,980 △208,577

その他 25,546 14,848

小計 165,618 103,497

利息及び配当金の受取額 4,646 4,116

利息の支払額 △4,549 △3,846

法人税等の支払額 △22,235 △33,606

営業活動によるキャッシュ・フロー 143,480 70,161

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △23,500 △23,400

定期預金の払戻による収入 3,600 3,700

有価証券の取得による支出 △14,202 △8,474

有価証券の売却による収入 83,084 2,093

有形固定資産の取得による支出 △9,319 △8,035

有形固定資産の売却による収入 1 3

無形固定資産の取得による支出 △53,989 △1,980

投資有価証券の取得による支出 △1,725 △3,966

投資有価証券の売却による収入 － 16,612

子会社株式の取得による支出 △2,000 △1,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,051 △24,946

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 18,583 5,012

長期借入れによる収入 － 15,000

長期借入金の返済による支出 △46,802 △53,671

自己株式の取得による支出 △146 △149

リース債務の返済による支出 － △415

財務活動によるキャッシュ・フロー △28,365 △34,223

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,589 △1,584

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 100,653 9,408

現金及び現金同等物の期首残高 766,571 698,661

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 867,224

※
 708,069
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用　

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関

する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　　これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える

影響は軽微であります。

（２）企業結合に関する会計基準等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する

会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計

基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　

平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持

分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成

20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しており

ます。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に

より、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

　　　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当    188,773千円

賞与引当金繰入額 21,524

退職給付費用 22,396

役員退職慰労引当金繰入額 3,113

貸倒引当金繰入額 3,901

給料手当    188,141千円

賞与引当金繰入額 22,619

退職給付費用 24,840

役員退職慰労引当金繰入額 4,129

貸倒引当金繰入額 4,329

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定    971,497千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △104,273

現金及び現金同等物 867,224

 

現金及び預金勘定    808,748千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,679

現金及び現金同等物 708,069
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　18,640,112株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　   383,470株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
切削機具事
業（千円）

特殊工事事
業（千円）

建設・生活
関連品事業
（千円）

工場設備関
連事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                                 

(1)外部顧客に対する売上高 493,906255,312620,111159,097160,8531,689,280 － 1,689,280

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 4,648 1,698 150 6,496△6,496 －

計 493,906255,312624,759160,795161,0031,695,776△6,4961,689,280

営業利益又は営業損失(△) △62,71013,315△9,200 2,571△10,861△66,886△83,472△150,358

　（注）１．事業は製品の系列及び市場の類似性を勘案して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

切削機具事業 コアードリル、ウォールカッター、ダイヤモンドコアービット、自動送り装置等

特殊工事事業 アンカー工事、ダイヤ穿孔・切断工事、ワイヤーソー工事等

建設・生活関連品事業 コンクリートアンカー類、コンプレッサー、グラインダー、物置、カーポート等

工場設備関連事業 自動制御盤、配電盤、製缶、精密板金加工等

その他の事業 介護サービス、ソフトウェア成果物等

３．前連結会計年度において、事業の種類別セグメントを変更したため当第１四半期連結累計期間より「工場設

備関連事業」を「その他の事業」から独立掲記しております。なお、前第１四半期連結累計期間における「そ

の他の事業」に含まれる「工場設備関連事業」のセグメント情報は次のとおりであります。

　　　売上高（１）外部顧客に対する売上高　　　　　　　　　149,208千円

　　　　　　（２）セグメント間の内部売上高又は振替高　　　  4,922

　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　154,129

　　　営業利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,310

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年4月１日　至平成21年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年4月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

　当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについて包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。海外子会社は当社事業部に附随して事業活動を行っております。

　国内子会社は、それぞれ独立した事業を行っており、当社取締役が、各子会社の取締役を兼務して取り扱う

製品・サービスについて戦略を立案し、事業活動を行っております。

　したがって、当社グループは、事業部及び国内子会社の事業を基礎とした製品・サービス別のセグメントか

ら構成されており、「切削機具事業」　、「特殊工事事業」、「建設・生活関連品事業」、「工場設備関連事

業」、「介護事業」及び「ＩＴ関連事業」の６つを報告セグメントとしております。

　なお、各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類は以下のとおりであります。　

報告セグメント 主要製品及びサービス

切削機具事業
コアードリル、ウォールカッター、ダイヤモンドコアー

ビット、自動送り装置等の製造販売

特殊工事事業
アンカー工事、ダイヤ穿孔・切断工事、ワイヤーソー工

事等の特殊工事

建設・生活関連品事業
コンクリートアンカー類、コンプレッサー、グライン

ダー、物置、カーポート等の仕入販売

工場設備関連事業
自動制御盤・配電盤・製缶・精密板金加工等の製造販

売

介護事業
デイサービス、ケアプランサービス、介護付有料老人

ホーム、高齢者専用賃貸住宅

ＩＴ関連事業 ソフトウェア成果物、人材派遣

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　　　　　　　　　　

　　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）　　　　　　　（単位：千円）

　

　

報　告　セ　グ　メ　ン　ト

切削機具事業

　　
特殊工事事業

建設・生活

関連品事業

工場設備

関連事業
介護事業 ＩＴ関連事業 合　計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　　外部顧客への売上高 　553,083　198,594　584,003　140,902　98,62493,6901,668,895

　　セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － 　3,728　2,810 　－ 150 6,688

計 　553,083　198,594　587,731　143,712　98,624　93,8401,675,583

セグメント利益

又は損失（△）　
△18,884△15,214△17,908　10,306△25,254　△6,957△73,912

EDINET提出書類

株式会社コンセック(E01686)

四半期報告書

20/26



　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利　益 金　額

　報告セグメント計 △73,912

　セグメント間取引消去 1,644

　全社費用（注）　 △85,948

　四半期連結損益計算書の営業損失（△） △158,217

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 369.49円 １株当たり純資産額 382.00円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 8.92円 １株当たり四半期純損失金額 10.71円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（千円） 162,825 195,491

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 162,825 195,491

期中平均株式数（千株） 18,260 18,257

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月７日

株式会社コンセック

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　敏博　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 家元　清文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コン

セックの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コンセック及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

        ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社コンセック(E01686)

四半期報告書

25/26



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月９日

株式会社コンセック

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　敏博　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 家元　清文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コン

セックの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年４月

１日から平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コンセック及び連結子会社の平成２２年６月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

        ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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